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１ 本調査について 

調布市（以下「市」という。）は、市政経営の基本的な考え方の一

つに「参加と協働のまちづくり」を据え、市政・まちづくりを推進し

ています。市は、平成１６年１１月に、市における参加と協働の基本

的なルールとして「調布市市民参加プログラム」を策定し、平成２２

年３月には、市民参加プログラムの実効性を高めるため、職員向けの

手引き書として「市民参加手続ガイドライン」及び「協働推進ガイド

ブック」を策定するなど、市民参加と協働に関する理解を深めなが

ら、その一層の推進に取り組んできました。 

また、平成２５年４月には、市民参加と協働を市における自治の基

本理念とする「調布市自治の理念と市政運営に関する基本条例」を施

行し、その具現化に向けて、平成２６年１２月に「調布市パブリッ

ク・コメント手続条例」、平成２８年４月に「調布市審議会等の会議

の公開に関する条例」を施行しました。これらの制度を適切に運用す

ることで、市民に開かれた市政を推進し、市政運営における公正性の

確保と透明性の向上を図りながら、市民参加と協働によるまちづくり

を進めています。 

他方、令和５年度を計画初年度とする第６次調布市総合計画では、

施策推進と成果向上の重要な視点の一つに「共創のまちづくり」を掲

げ、市民をはじめ、企業、大学など多様な主体との連携によるまちづ

くりを推進しています。 

加えて、令和５年４月に施行されたこども基本法では、子ども施策

の策定、実施及び評価に当たり、子どもや子育て当事者の意見を反映

させるために必要な措置を講ずることが地方公共団体の責務として位

置付けられました。市においても、こうした趣旨を踏まえながら、市

民参加の取組を推進しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本報告書は、令和７年度における市民参加プログラム等に基づく市

民参加手続及び協働事業の実践状況を取りまとめ、その成果や課題等

を検証し、幅広い市民意見の把握につながる創意工夫や運用改善を踏

まえた今後の取組につなげるとともに、参加と協働の前提となる市政

情報の共有の観点から、その内容を公表するものです。 

なお、本報告書に記載されている部署名は、令和８年３月現在の

名称です。 

 

 

 

 

＜「共創のまちづくり」とは＞ 

調布市みらい共創ビジョン（令和８年５月策定）では、「共創」

について、「立場や目的の異なる多様な主体が、社会的課題の解決

と経済的価値の両立を目指す中で、対話を重ねながら、お互いの強

みを活かし、これまでにない新たな価値を生み出すこと（イノベー

ション）」とし、共創のまちづくりを進める中で産・学・官・民の

まちづくりに関わる全てのプレーヤーに期待する役割や、共有すべ

き「ありたい姿」、基本理念・視点を示しています。 

調布市ホームページ 

「調布市みらい共創ビジョン」 
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２ 市民参加の取組について 

(1) 市民参加とは                                                          

市民参加プログラムにおいて『市民参加』とは、「市の様々な行政

活動（構想・計画段階から実施、評価に至るまで）に関して、自らの

権利と義務を自覚しながら意見や考えを述べること。施策によって

は、実際の行動を伴う場合もある。」と定義しています。 

また、『市民参加手続』とは、「市の様々な行政活動に関して、市

民の意見を伺い、その意見を施策に反映するために用いる多種多様な

市民参加の手法の総称」と定義しています。市民参加手続の主な手法

としては、委員会・審議会、説明会・意見交換会・ワークショップ、

アンケート調査、パブリック・コメント手続があります。 

市民参加プログラムでは、市民参加手続を実践すべき対象事業の範

囲を規定しています。そのため、本報告書では、令和７年度に実践し

た事務事業において、委員会・審議会、説明会・意見交換会・ワーク

ショップ、アンケート調査、パブリック・コメント手続の手法により

市民参加手続を実施した事業を対象として取りまとめています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【市民参加プログラムに規定する市民参加手続を実践すべき対象事業】 

１ 市の基本計画等の基本的事項を定める計画等の策定又は改定 

２ 市の基本的な条例の制定改廃に係わる案の策定 

３ 市民に義務を課し，または権利を制限する条例の制定改正に係わる案の策定 

４ 広く市民に適用され，市民生活に重大な影響を及ぼす制度の導入または改廃 

５ 大規模な公共施設の設置に係わる基本計画等の策定等 

６ その他（市民の関心が高いテーマ，市民の暮らしに身近なテーマ） 

〈参考〉市民参加手続としての「委員会・審議会」 

審議会等の会議の開催は，市民参加手続として，２つの意義を有します。 

１つは，公募等により市民が審議会等の委員として参加し，会議において直接意見を述べ

る機会を確保することです。 

もう１つは，審議会等の会議を公開することにより，政策形成過程における市政情報を広

く市民と共有し，市政運営における公正性の確保と透明性の向上を図ることです。（引用：

調布市審議会等の会議の公開に関する条例〈条文とその解説〉） 

 よって，本調査では，①「市民」の立場で任命された者を含むもの，または，②会議を

「公開」し市民が傍聴できるものについて，市民参加手続としての「委員会・審議会」とし

て位置付けています。 
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(2) 市民参加手続の実践状況                                                     

＜市民参加手続の実施件数と参加人数＞

令和７年度の市民参加手続の実施状況は、実践事業８５事業、実施

件数１１５件、実践事業参加人数は４万７０７７人で、前年度 

（２万６３４６人）と比較して２万７３１人増加しています。【表

１・グラフ１】 

また、１事業当たりの平均参加人数は５２４．１人となっており、

前年度（２７７.１人）を大きく上回りました。 

参加延べ人数が増加した主な要因としては、アンケート調査による

参加者数の増加が挙げられます。特に、「調布市民プールのあり方に

関する検討（No.23）」（４０４１人）、「子どもの読書活動について

のアンケート（No.83）」（３００５人）など、多くの市民が参加しや

すいオンラインアンケートを活用した事業が、参加者数の増加に大き

く寄与しました。 

【表１】市民参加手続の実施件数と参加延べ人数 

 

【グラフ１】市民参加手続における参加延べ人数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年度 

市民参加手続実践事業 
市政関連

相談 
合計 

市民参加

手続実践

事業数 

市民参加

手続実施

件数 

参加延べ

人数(A) 

事業当た

りの参加

人数 

参加延べ

人数(B) 

参加延べ

人数

(A+B) 

令和 7 85 115 44,548 524.1 2,529 47,077 

令和 6 85 116 23,555 277.1 2,791 26,346 

令和 5 83 113 23,140 278.8 2,437 25,577 

令和 4 90   141  39,323  436.9  2,407  41,730  
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＜実施段階ごとの市民参加手続＞ 

令和７年度の実施段階ごとの市民参加手続実施件数は、「事業実施

段階」で最も多くなっており、次いで、「計画策定・条例制定段

階」、「構想段階」・「事業評価段階」、「庁内案を決定した段階」

の順となっています。【グラフ２】 

【グラフ２】実施段階ごとの件数 

 

 

事業実施段階ごとの市民参加手続手法をみると、「事業実施段階」

では、「委員会・審議会」の件数が多くなっており、継続的な市民と

の対話を通じて事業運営や施策改善につなげる取組が多く実施されて

います。一方、「計画策定・条例制定段階」では、「調布市民プール

のあり方に関する検討（No.23）」、「自転車活用推進計画事業

（No.74）」、「地域公共交通計画事業（No.75）」などにおいて、ア

ンケート調査やワークショップ、パブリック・コメント手続を組み合

わせながら、多様な市民意見の把握が図られました。 

 また、施策の検討から実施、評価に至る各段階で目的に応じた手法

が選択されていることが分かります。【グラフ３】 

 

【グラフ３】各実施段階における市民参加手続手法別件数（令和７年度） 

 
 

【グラフ４】各実施段階における市民参加手続手法別件数（令和６年度:参考） 
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＜手法ごとの市民参加手続＞ 

令和７年度に実施した市民参加手続の手法別の件数は、令和６年度

と同様、「委員会・審議会」が最も多くなっており、次いで「説明

会・意見交換会・ワークショップ」、「アンケート調査」、「パブリ

ック・コメント手続」の順となっています。一方、手法別の参加延べ

人数では、令和６年度と同様、「アンケート調査」が最も多く、全体

の約８０％を占める３万５９８５人となっており、次いで「説明会・

意見交換会・ワークショップ」、「委員会・審議会」、「パブリッ

ク・コメント手続」の順となっています。【表２】 

近年は、市公式ＬＩＮＥを活用したオンラインアンケートの周知や

ＬｏＧｏフォームなどのデジタルツールを活用したアンケート調査が

定着してきており、多くの市民が時間や場所を問わず参加できる環境

が広がっています。 

例えば、「男女共同参画に関する意識調査（No.20）」では新たにオ

ンライン回答を導入したほか、「市民意識調査（No.2）では、調査期

間中に送付した協力依頼状へ二次元コードを掲載したことでオンライ

ン回答率が上昇し、全体の回答率向上にもつながりました。また、子

どもの読書活動についてのアンケートでは、学校や保護者向け情報配

信アプリを活用した調査を実施し、多くの回答を得ました。 

 

 

 

 

 

 

 

【表２】手法ごとの市民参加手続件数及び参加人数 

市民参加手続 件数

（件） 

ａ 

参加延べ人数（人） 

ｂ 

手法別平均参加人数 

ｂ/ａ 

R7 R6 R7 R6 R7 R6 

委員会・審議会 46 50 2,322 2,514 50.48 50.28 

説明会・意見交換会・ 

ワークショップ 

31 32 6,088 4,632 196.39 144.75 

アンケート調査 24 22 35,985 16,318 1499.38 741.73 

パブリック・コメント手続 14 12 153 91 10.93 7.58 

合計 115 116 44,548 23,555   
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＜多様な機会・意見の確保に向けた工夫と結果＞ 

市は、「市民参加の機会の拡大」を図るため、より多くの方に市民

参加の取組を知っていただくとともに、幅広い意見を寄せていただけ

るよう、様々な工夫に取り組んでいます。 

令和７年度調査では、多様な機会・意見の確保に向けた工夫の具体

と、その結果について調査しました。 

多岐にわたる工夫が報告されましたが、傾向としては報告の多い順

に、「日程・場所・開催方法」の工夫、「周知・広報」の工夫、「資

料・進行の設計」の工夫などが見られました。 

「日程・場所・開催方法」の工夫について、具体的には「予定して

いた日程で参加できない利用者には別日程を提示した（No.18調布市地

域福祉センター利用者懇談会）」、「平日夜間や休日の午前中に開催

したことで、幅広い年代から意見を集めることができた（No.65調布都

市計画道路３・４・３１号西調布駅南口線の事業説明）」などが挙げ

られました。加えて、「商業施設内の開催により幅広い層への接点を

創出し、来場者とコミュニケーションを取りながら説明した（No.61調

布市廃棄物減量及び再利用促進審議会）」といった事例も報告されて

います。 

「周知・広報」に関しては、多くの事業で、市報、ＨＰ、ＳＮＳな

ど複数の媒体を活用することで、より幅広い人々への情報発信に取り

組んでいることが報告されています。 

また、「資料・進行の設計」については、対象事業の内容や対象者

に合わせて、分かりやすい資料作成や当日の進め方などに工夫を凝ら

しています。具体的には、「会議の１週間前に資料を発送したこと

で、当日委員からの意見や質問が出やすくなったと感じる（No.28調布

市子ども・子育て会議）」、「回答したくなるようなイラストを用い

たアンケート用紙を使用（No.37放課後子供教室の「やりたいこと」ア

ンケート）」、「手話通訳者の配置など制度等の当事者が参加しやす

い環境を整えた（No.75地域公共交通計画事業 ）」などの事例が挙げ

られました。 

その他にも、「前年度に引き続き、ＬｏＧｏフォームによるスマー

トフォン等での回答を可能としたことで、回答数全体に占めるオンラ

インの回答率が３３．７％まで向上（前年度１７．９％）した（No.2

市民意識調査の実施）」や、「Liqlid を活用することで、これまで得

難かった２０代～４０代の市民の参加を得ることができ、対面形式の

ワークショップと組み合わせることで幅広い市民の参加につながった

（No.3 調布市みらい共創ビジョンの策定）」、「アンケート調査に当

たり、生徒に貸与されたタブレット端末による生徒本人への依頼、ま

た保護者向け情報配信アプリ「すぐーる」を活用した保護者への依頼

により、多くの子ども・子育て当事者から回答をえることができた

（No.83子どもの読書活動についてのアンケート）」などのように、デ

ジタルツールを活用した取組が増え、その効果も着実に得られていま

す。また、「子どもが感じている魅力ある景観を景観資源図に反映さ

せた（No.68調布市景観計画）」のように、得られた意見の反映方法を

工夫することで、取組のフィードバックにも関心を持っていただける

ような事例が報告されています。 
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＜子ども・若者、子育て当事者の意見聴取・反映について＞

令和５年４月に施行されたこども基本法では、「こども施策の策

定・実施・評価に当たっては、こどもや子育て当事者の意見を反映さ

せるために必要な措置を講ずること」が、国及び地方公共団体に義務

付けられました。

また、調布市子ども条例においても、「子どもとその家庭への支援

のあり方について広く意見を聴取し、市民の意見を施策に反映するよ

う努めること」としています。

これらの趣旨を踏まえ、市は、子ども関連部署に限らず、全庁的な

対応として、各部署が関連施策を検討する際において、子ども・若

者、子育て当事者の意見を聴き、市政への反映を推進していくため、

令和７年５月から庁内で取組推進のための「子ども・若者、子育て当

事者の意見反映チェックリスト」の運用を開始しました。

こうしたことから令和６年度の実績に関する調査から、子ども・若

者、子育て当事者の意見を聴く取組・反映の現状を把握し、実践状況

を共有することで、更なる効果的な取組につなげていくこととしまし

た。

令和７年度における、子ども・若者、子育て当事者の参加延べ人数

合計は、約 1万８０００人となりました。【表３】

また、子ども・若者、子育て当事者の参加は市民参加手続実践事業

全８５事業中３２事業となりました。

【表３】子ども・若者及び子育て当事者の参加延べ人数

属性 参加延べ人数（人）

子ども 9,749

若者 2,329

子育て当事者 6,070

令和７年度調査では、参加者の年齢（年代）及び世帯構成といった

属性を把握しているかについて調査したところ、「年齢（年代）のみ

把握している」が３０％、「年齢・世帯構成の両方を把握している」

が３％となり、合わせて３３％という結果でした。【グラフ５】

属性を把握できている市民参加の手法は、アンケート調査が最も多

く、アンケート調査の全２４事業中、１９事業において属性を把握し

ています。

属性を把握することは、寄せられた意見が、子ども・若者、子育て

当事者の意見であるかを判別するためには不可欠である一方で、設問

が増えることで、参加のハードルを上げてしまう要因ともなること

や、手法ごとに統一的な対応が決められていない現状もあります。今

後、属性把握を積極的に行うべき対象事業の考え方や、把握すべき属

性及びその把握方法などについて、統一的な対応に向けた検討が必要

と考えられます。

（参考）市における「子ども・若者、子育て当事者」とは

◆「子ども」＝18歳未満（未就学児～高校生世代）

◆「若者」＝概ね 18歳（高校卒業年代）～40歳未満

◆「子育て当事者」＝年齢・性別・続柄を問わず子育てに携わる方

（子どもがいる保護者）
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【グラフ５】参加者属性の把握状況 

 

 

続いて、子ども・若者、子育て当事者の意見を聴くための様々な工

夫について調査しました。【表４】 

【表４】子ども・若者、子育て当事者の意見を聴くための工夫 

子どもの意見聴取を 

意識した取組 

小・中学生向けアンケート、設問を多く

しすぎない、イラストやルビ付き資料の

活用、子ども向けのわかりやすさ配慮な

ど 

若者・子育て当事者の 

意見聴取を意識した取組 

委員会・審議会等への若者（大学生）・

子育て当事者の委員登用、参加しやすい

日時・場所の設定、小・中学生の保護者

に連絡用メールを活用したアンケート

の実施、来庁時の手続きの際にアンケー

ト回答依頼など 

子どもの意見を聴くための工夫としては、「小・中学生向けアンケ

ート」、「イラストやルビ付き資料の活用」など、若者・子育て当事

者の意見を聴くための工夫としては、「委員会・審議会等の委員に若

者（大学生）・子育て当事者を登用」などが挙げられました。 

これらの工夫を行った結果、子どもが回答したくなるような実施形

式やレイアウト等を工夫したことにより「回答数が増加した」といっ

た効果を得ることができたほか、子ども・若者ならではの視点で意見

が挙がるなど、子ども・若者が感じていることを聴く良い機会となっ

たという報告もありました。 

以下に、子ども・若者、子育て当事者の意見聴取のために工夫を行

った事例を３件挙げます。 
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【取組事例１】いじめや虐待のないまち宣言ＰＲ事業（No.29） 

 

（ごみ収集車の出発式の様子） 

いじめや虐待のないまち宣言』を広く市民に周知するため、市内在

住・在学の小学生から「みんな なかよし!」をテーマにした絵を募集

し、市内を走るゴミ収集車へ貼り、いじめの未然防止及び早期発見の

取組を実施しているものです。 

令和７年度は絵の募集の際に、子どもたちに「いじめや虐待のない

まち「みんな なかよし」になるためにはどうしたらよいか。」を子ど

も自身に考えてもらい意見を聴く機会づくりを行いました。 

子どもたちからは、「相手の気持ちを考えて、接する」、「皆が

「ありがとう」「ごめんね」を言えたら仲良くなれる」、「こうやっ

て子どもたちが絵を描いて、色々な人に見てもらう」、「みんな、笑

顔でいる」など、多くの意見が寄せられました。 

寄せられた意見は分類し、まとめた意見をごみ収集車の出発式で子

どもたちに配布及び市ホームページに掲載し、広く子どもたちへのフ

ィードバックに努めました。 

【工夫したポイント】 

・絵の募集と合わせて、子ども自身が考える機会をつくった。 

・子どもにわかりやすいように、ユニバーサルデザインのフォント

（UDデジタル教科書体）を使用し、漢字にはふりがなをふったフ

ィードバック資料を作成した。 

 

（フィードバックした意見の抜粋） 
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【取組事例２】 市長と語る・ふれあいトーキング（No.13） 

 

（ふれあいトーキングの様子①） 

 

市民から市政やまちづくりについての意見や提案を伺い、市長が市

の考え方などについて直接説明することにより、市政への関心を高

め、一緒に考えてもらう機会を提供することを目的として開催してい

るものです。 

令和７年度は、中高生世代（中学２年生から高校３年生世代まで）

を対象に、市長と直接意見交換を行う「市長と語る・ふれあいトーキ

ング」を実施しました。 

参加者は、学校生活や公園・遊び場のこと、市長の１日のスケジュ

ール、市政への提案などについて自由に質問・発言し、市長と直接対

話することで、自らの意見を市政へ届ける機会となりました。 

 

 

（ふれあいトーキングの様子②） 

 

【工夫したポイント】 

・参加しやすい日時、場所等を設定し、発言しやすい会議の進行に

努め、活発な意見交換を行った。 

・オンラインによる申込みとした。 

・事前に市政概要の周知や進行方法の説明をした。 

・市勢施行７０周年記念事業として特別感を演出した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

-12-



 

【取組事例３】 調布市みらい共創ビジョンの策定（No.3） 

 

（オンラインプラットフォーム「ちょうふ Liqlid（リクリッド）」） 

「共創のまちづくり」をより効果的に推し進めることを目的に、市

として「共創」という言葉が意図する概念を改めて整理・明示すると

ともに、共創により目指すまちのありたい姿や、共創における産学官

民それぞれの主体の役割などを、ともにまちづくりに取り組む多様な

主体と共有するため、「調布市みらい共創ビジョン」を策定しまし

た。 

令和７年度はビジョン策定の過程で、オンラインプラットフォーム

「ちょうふ Liqlid（リクリッド）」の実証運用に取り組んだほか、ト

リエ京王調布の一角をお借りしての「まちなかワークショップ」や、

電気通信大学の講義と連携したワークショップなど、対面形式でのワ

ークショップを開催し、幅広い市民からの参加を得られるよう努めま

した。 

 

【工夫したポイント】 

・若者や子育て世帯からの参加を得られるよう、土日にトリエ京王

調布の一角をお借りして「まちなかワークショップ」や学生を対

象としたワークショップを開催した。 

・「ちょうふ Liqlid(リクリッド)」を活用した意見聴取やプラット

フォーム内でフィードバック記事を掲載し、情報発信した。 

・各ワークショップでは、冒頭の説明の中でそれまでの市民参加で

得られた意見等に加え、子ども・若者・子育て当事者からの意見

についても、その他の意見と同様にフィードバックを行った。 

 

 

（電気通信大学の講義と連携したワークショップの様子） 
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これら３件の事例では、「幅広い参加機会を設ける」、「参加しや

すい環境づくりを行う」、「聴いた意見についてフィードバックす

る」という工夫を行っていました。 

今後も、「子ども・若者、子育て当事者の意見反映チェックリス

ト」や国のガイドラインの活用と併せて、庁内で取組事例や工夫、課

題を共有することで、子ども・若者、子育て当事者の意見を聴取し、

市政への反映を推進していきます。 

 

＜市民参加手続の取組と今後の課題＞ 

市民参加を推進するに当たっては、市民参加の機会を確保すること

と、参加者から幅広いご意見を聴き取り、その反映状況を市民へフィ

ードバックすることが重要です。 

まず、市民参加の機会の創出について、令和７年度の市民参加手続

における参加延べ人数は４万４５４８人となり、前年度を大きく上回

る結果となりました。特に、アンケート調査による参加延べ人数は３

万５９８５人となり、市民参加手続全体の約８割を占めています。こ

れは、オンラインでのアンケート調査が定着したことに加え、市民プ

ールのあり方に関する検討や子どもの読書活動についてのアンケート

など、多くの市民の生活に関係が深く、関心を持っていただきやすい

テーマにおいて、市民が手軽に参加しやすいアンケート手法が活用さ

れたことによるものと考えられます。  

また、市民参加の手法については、従来から実施している委員会・

審議会や説明会、意見交換会等に加え、オンラインアンケートや令和

７年度から実証運用を開始したオンラインプラットフォーム「ちょう

ふ Liqlid」の活用など、新たな手法も取り入れながら、多様な参加機

会の提供に取り組んでいます。 

参加者から積極的に意見をいただくための取組としては、委員への

事前の資料送付のほか、対象者に合わせたわかりやすい資料の作成な

ど、市民参加の対象となる事業に関する積極的な情報発信に努めてい

ます。 

併せて、取組のフィードバックにも、関心を得られるような工夫に

ついても報告がなされました。一方で、市民参加の取組には依然とし

て課題もあります。参加者層を見ると、事業によっては特定の年代や

関心層に参加者が偏る傾向が見られます。また、委員会・審議会や説

明会等への参加者数は限定的なものも多く、より幅広く、多くの市民

の参加を促すための工夫が引き続き求められています。参加しやすい

日時や場所の設定、分かりやすい資料の作成、オンラインと対面を組

み合わせた参加機会の提供など、各事業に応じた工夫を継続していく

必要があります。  

また、令和５年４月に施行されたこども基本法の趣旨を踏まえ、市

では子ども・若者、子育て当事者の意見反映に向けた取組を進めてい

ます。令和７年度には、景観計画改定に向けた子どもアンケートや、

市民プールのあり方に関する検討における小中学校アンケート、子ど

もの読書活動についてのアンケートなど、子どもや若者、子育て当事

者を対象とした意見聴取の取組が実施されました。今後は、全庁的な

ノウハウの共有や取組事例の蓄積を図りながら、更なる意見反映の充

実につなげていくことが重要です。  

市民参加は、市民と行政が相互に理解を深めながら、より良いまち

づくりを進めていくための重要な基盤です。今後も、デジタル技術の

活用による参加機会の拡充と対面による丁寧な対話の双方を重視しな

がら、多様な市民の意見が市政に反映される仕組みづくりを進めてい

きます。 
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３ 協働の取組について 

(1) 協働とは                                                            

市民参加プログラムにおいて、協働とは「市の様々な施策の実現に

向けて、市民・市民活動団体・ＮＰＯ等と市が対等の立場に立ち、共

通の目標に向かってそれぞれの役割と責任を自覚し、お互いが協力し

あって取り組むこと」と定義しています。 

また、協働推進ガイドブックでは、協働の対象を、協働のパート 

ナー、協働の基本原則、協働の形態及び協働に適した事業の観点から

整理しています。協働事業を推進する際には、市と協働のパートナー

が相互に理解と信頼を深めながら、共通の目標に向けてそれぞれの役

割と責任を果たしていくことが重要です。本報告書では、これらの定

義や考え方に基づき、令和７年度に実施した協働事業の実施状況につ

いて取りまとめています。 

協働のパート

ナー 

市のまちづくりに関わるすべての人や団体が協働のパート

ナーとなり得ます。想定しているのは、「市民・市民団体」

「ＮＰＯをはじめとする各種法人」「企業」「教育機関」

「官公庁」です。 

協働の基本原

則 

協働事業では、基本原則を、市と協働のパートナーが共通

認識として持ちながら進めていく必要があります。 

基本原則：「目的共有」「対等・相互理解」「自主性・自立

性」「役割・責任分担の明確化」「情報の共有と公開」「評

価・検証」 

協働の形態 様々な形態が考えられ、事業の内容、目的等に応じて適切

な協働形態を選択します。 

「共催」「実行委員会（市も実行委員会の構成員であるも

のを指す）」「事業協力」「指定管理者・業務委託」「情報

交換・情報提供」「補助・助成」 

協働に適した

事業 

①きめ細かく柔軟に対応する必要がある事業 

②多くの市民の参加や協力を求める事業 

③地域の実情を踏まえて実施する事業 

④各主体が当事者性を発揮し、主体的に活動する事業 

⑤特定分野において専門性や希少性が必要とされる事業 

⑥これまで市が取り組んだことのないような先駆的な事業 

協働の領域 公共の領域のうち、下の図のＢ、Ｃ、Ｄに該当する部分を

協働の領域と捉えています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〈参考〉協働の形態の考え方 

市が「共催」した事業及び「実行委員会」の構成員として取り組んだ事業は、その関わり方

から、全て協働事業に該当すると考えられます。 

その他の形態については、パートナーの取組に対する資金拠出を含む市の協力により、パー

トナーの特性を生かし、市民の多様なニーズへの対応等、市単独では生み出せない効果を発揮

できた事業や、パートナーと協議しながら役割分担等も含めて事業の具体について決定するな

ど、市の下請けやコスト削減を目的とした委託ではないものが協働事業に該当します。 

また、様々な主体との連携事業や各種協定に基づいて実施した事業についても協働事業に該

当すると考えられます。 
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(2) 協働事業の実施状況                                                       

＜協働事業の実施件数＞ 

令和７年度に実施した協働事業は１３２件で、そのうち新規事業が

７件、継続事業が１２５件となっています。【グラフ６】 

令和６年度から７件の減となりました。 

協働事業数は事業の新規開始や終了のほか、既存事業を新たに協働

事業として位置付けることなどによって、毎年度変動します。 

参加と協働によるまちづくりを進めていくに当たっては、市職員の

協働に対する意識を高めることが重要であることから、市は、引き続

き調布市市民参加推進協議会や市民参加推進研修等を通じた職員の意

識啓発に努めて参ります。 

 

《参考》令和７年度の新規事業一覧 

No. 事業名 

53 東京 2025デフリンピック特別授業『調布市デフプログラム』 

64 フードリボンプロジェクトの支援 

84 スポＧＯＭＩ大会 in 調布 

89 鉄道敷地整備完了記念イベント 

110 桐朋生が教えるキッズ・ダンス・レッスン 

111 
調布四中作文展 

『津波にあった家族と故郷「釜石市」を聞いて』 

112 
調布四中美術展 

『膨らめ想像力！漢字をオリジナル絵文字に』 

 

 

 

 

【グラフ６】協働事業数の推移 

 

  

～協働事業数の推移について～ 

平成２８年度以降は、市が「共催」している事業や市が「実行委員

会」の構成員として携わっている事業、また、様々な主体との連携事

業や各種協定に基づいて実施した事業についても協働事業として位置

付けることとした結果、協働事業として報告書に掲載した事業が多く

なっています。 

また、平成３０年度及び令和元年度は、２０１９年のラグビーワー

ルドカップ日本大会及び東京２０２０大会に向けた事業について、数

多くのパートナーと様々な協働の形態で取り組んだことから事業数が

増加しました。一方で、令和２年度においては、新型コロナウイルス

感染症の影響により、事業の延期や中止等が相次ぎ、事業数が減少し

ました。令和３年度には、東京２０２０大会に向けた事業や大会後の

レガシーを継承する事業のほか、新型コロナウイルス感染症の影響に

より延期又は中止とした事業を再開したことなどもあって増加に転じ

ました。直近４年間はおおむね１３０件から１４０件程度で推移して

います。 
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＜協働のパートナー＞ 

令和７年度の協働事業を協働のパートナー別に見ると、「市民・市

民団体」が最も多く、次いで「ＮＰＯ等の法人・団体」、「民間企

業」、「官公庁」、「教育機関」、「大学等研究機関」の順となって

います。なお、１つの協働事業に複数のパートナーが参加している場

合もあります。【グラフ７】 

市民・市民団体をはじめ、ＮＰＯ等の法人・団体、民間企業、大学

等研究機関、教育機関、官公庁など、多様な主体との連携により協働

事業が実施されていることがわかります。 

【グラフ７】 協働のパートナー（複数選択可） 

 

＜協働事業の形態＞ 

令和７年度における協働事業で最も多かった形態は「事業協力」

（５５件）であり、次いで、「共催」（４５件）、「補助・助成」及

び「指定管理・業務委託」（各２５件）、「情報交換・情報提供」

（２４件）、「実行委員会」（１８件）、「その他」（８件）の順と

なっています。【グラフ８】 

なお、１つの事業で複数の形態に該当する場合もあるため、形態の

合計件数（２００件）は協働事業数（１３２事業）を上回っていま

す。 

【グラフ８】協働事業の形態（複数選択可） 

 

協働事業の形態については、前年度と同様に「事業協力」と「共

催」が多くを占めています。一方で、「補助・助成」や「指定管理・

業務委託」、「情報交換・情報提供」、「実行委員会」なども活用さ

れており、事業の目的やパートナーとの関わり方に応じて、多様な形

態による協働が行われていることがわかります。 

 

＜事業提案者及び協働パートナーの選定方法＞ 

協働パートナーとのつながりを得るまでの過程を見ると、「市（所

管部署から直接パートナーへ依頼）」が７０件（５３．８％）、「パ

ートナー（パートナーから所管部署への直接提案）」が４７件  

（３６．７％）と、全体の９０％近くを占めており、多くの協働事業
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が担当部署とパートナーとの直接的なつながりの中で実施されている

ことがわかります。【グラフ９・表５】 

一方で、「その他」として回答された事業（１１件、８．５％）に

は、公募や登録制度への応募・申請を契機として協働関係が構築され

ている事業のほか、既存の協議会・ネットワークを通じた連携などが

見られました。 

【グラフ９】事業提案者別のパートナー選定方法 

 

 
【表５】事業提案者別のパートナー選定方法 

事業提案者 選定・マッチング方法 件数 

パートナー 

所管部署への直接提案 47 

庁内他部署からの紹介 1 

外部機関からの紹介 1 

市 

所管部署から直接依頼 70 

庁内他部署に仲介を依頼 1 

外部機関に仲介を依頼 1 

その他 その他 11 

多様化・複雑化する地域課題に対応していくためには、既存の協働

関係を継続・発展させるだけでなく、新たな主体が協働に参画しやす

い環境づくりを進め、協働の担い手のすそ野を広げていくことが重要

です。今回の調査結果からは、協働の相手方や連携のきっかけが既存

の関係性を基盤とする事例が多く見られました。一方で、新たな主体

とのつながりを契機とした協働事業は多くは見られず、より多様な主

体との連携につなげていくことが今後の課題の一つであると考えられ

ます。 

 

＜協働の取組と今後の課題＞ 

協働事業を推進するに当たり、今回の調査では、協働事業を支える

団体や参加者の高齢化、担い手不足、新たな参加者の確保などを課題

として挙げる事業が複数見られました。 

例えば、ふれあいのみちづくり事業（No.95）では「高齢化等により

参加人数が減少している団体がある」との回答があり、公遊園等清掃

協力（No.87）では「団体構成員の高齢化等で活動継続が難しい場合が

ある」との課題が挙げられています。また、資源物地域集団回収事業

（No.90）では、PTA活動や自治会活動の縮小に伴う回収団体数の減少

や、運搬業者における担い手不足・高齢化が指摘されており、地域活

動を支える担い手の確保が共通の課題となっています。これらの課題

は、単に活動の運営に関する問題にとどまらず、将来的には事業の継

続そのものに影響を及ぼしかねないものであり、協働事業の持続可能

性の観点からも重要な課題であることがうかがえます。 

こうした中、各事業では新たな担い手の発掘や参画の促進に向けた

取組も進められています。調布まち活フェスタ（No.33）では実行委員

の公募を継続するとともに、SNS等を活用した広報の充実を図っている

＜事業提案者＞ ＜パートナー選定方法＞ ＜パートナー選定方法＞ 
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ほか、崖線緑地保全（No.88）では、イベントを通じて新規参加者の募

集広報を実施するなどの工夫をしています。また、、資源物地域集団

回収事業（No.90）や社会教育関係団体の活動（No.102）では、登録制

度や申請制度を通じて多様な主体の参画を促しています。 

また、協働事業を継続・発展させていくためには、パートナーとの

認識共有や情報共有も重要です。市民活動支援センターの運営

（No.32）では、月１回の連絡会議を通じて情報交換や課題の共有を行

っているほか、コミュニティ推進事業（No.26）では、地区協議会連絡

会を通じた情報共有や意見交換に取り組んでいます。こうした継続的

な対話や情報共有は、協働関係の維持・発展を支える重要な要素とな

っています。 

今回の調査において確認された担い手の高齢化や固定化、新たな参

加者の確保といった課題は、前年度においても認識されていた課題で

あり、継続的な対応が求められています。さらに、事業提案者及び協

働パートナーの選定方法に関する調査結果からは、多くの協働事業が

既存の関係性を基盤として実施されている実態も見られました。 

これらの結果からは、多様な主体との協働が着実に実践されている

一方で、担い手の確保や協働の裾野の拡大が継続的な課題であること

がうかがえます。今後は、既存の協働関係を維持・発展させるととも

に、新たな主体との連携の可能性を広げながら、多様な主体が地域課

題や目指す姿を共有し、それぞれの強みを生かして取り組む協働の実

践につなげていくことが重要です。 
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【表６】協働の担い手の確保・裾野拡大に向けた取組例 

No. 事業名 取組内容 

33 調布まち活フェスタ 
実行委員の公募を継続するとともに、実行委員を増やすため、SNS

等を活用した広報の充実を検討している。 

35 
男女共同参画推進フォーラム「しぇいくはんず 2025」の

開催 

新たな団体の参加を促しながら、今後の事業の進め方等について意

見交換を行い、さらなる内容の充実を図っている。 

88 崖線緑地保全 イベントを通じて新規参加者の募集広報を実施している。 

90 資源物地域集団回収事業 
登録制度により回収団体や運搬業者の参画を促し、自主的な資源循

環の取組を支援している。 

102 社会教育関係団体の活動 
社会教育関係登録団体の活動を支援するとともに、活動成果の発表

機会や情報発信を通じて、多様な主体の参画を促進している。 

 

【表７】協働事業の継続・発展に向けた認識共有・関係構築の取組例 

No. 事業名 取組内容 

26 コミュニティ推進事業 
地区協議会連絡会を通じて地域間の情報共有や意見交換を行い、相

互理解の促進に取り組んでいる。 

27 
いやしとふれあいの旅事業 

（宿泊料金の割引、調布発着のバスツアー） 

利用者ニーズや事業の課題について共通認識を持つため、定期的な

情報交換を行っている。 

32 市民活動支援センターの運営 
月 1回の連絡会議を通じて情報交換や課題共有を行い、今後の運営

方法について随時検討している。 

43 第 40回調布花火 
準備段階や開催後において、関係団体とよりこまめなコミュニケー

ションを図り、協働体制の構築・関係継続に取り組んでいる。 

47 調布市スポーツ協会事業の支援 
スポーツ協会との継続的な連携の下、体制整備や事業内容の充実に

取り組んでいる。 
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(3) 各種協定の締結状況                                                      

令和８年３月までに協定を締結した累計件数は１４８件、締結団体

数は延べ５５１団体となっています。【表８】 

令和７年度には新たに１０件の協定を締結しました。【表９】 

【表８】分野ごとの協定締結件数と締結団体数 

協働の分野 協定締結件数 延べ締結団体数 

文化・教育・学術等 ５ １６ 

防災 １０４ ３８０ 

防犯 ５ １７ 

産業振興 ２ ７ 

見守り ２ ８８ 

子育て ２ ２ 

健康 １ １ 

環境 １２ １４ 

都市整備 ６ １４ 

その他 

（多分野にわたる協定を含む） 
９ １２ 

合計 １４８ ５５１ 

 

分野別では、防災に関する協定が１０４件と最も多く、全体の約７

割を占めています。防災分野における協定は、災害時における活動支

援・相互応援に関する協定や、災害発生時に施設を避難所として利用

する協定のほか、物資調達、住家被害認定調査、罹災証明書発行、無

人航空機（ドローン）を活用した支援活動等に関する協定など、多様

な内容に広がっています。令和７年度に新たに締結された協定１２件

のうち７件が防災分野であり、災害対応力の向上や専門的知見の活用

に向けた取組が進められています。 

また、「調布市見守りネットワーク事業」では、７９団体と協定を

締結しており、関係団体と協働して地域での見守り活動を展開してい

ます。このように、市として地域の安全・安心を確保するため、多様

なパートナーとのネットワークを構築することが、協定締結の主たる

目的の一つとなっていることがわかります。 

一方で、近年の協定は有事への備えにとどまらず、平常時における

地域課題の解決や市民サービスの向上を目的としたものへと広がって

います。令和７年度には、一般社団法人ロングスプーン協会との「子

どもの食の支援に関する連携協定」や、NPO法人あなたのいばしょとの

「子ども・若者とその家族に対する相談事業協定」が締結されたほ

か、東京フットボールクラブ株式会社（FC東京）との包括連携協定も

締結されました。これらの協定は、それぞれの団体が有する専門性や

ネットワークを生かしながら、多様化・複雑化する地域課題の解決に

取り組むための基盤となるものです。 

このように、各種協定は、多様な主体との連携を通じて地域課題へ

の対応を図るための基盤として活用されています。今後も、協定に基

づく取組を着実に進めるとともに、新たな主体との連携の可能性を広

げながら、相互の強みや専門性を生かした協働を実践していくこと

が、地域課題の解決や持続可能なまちづくりにつながるものと考えら

れます。 
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【表９】令和７年度に新たに締結された協定一覧（締結年月順）

No. 協定名 締結年月 協定締結団体 分野 所管課 

1 
子ども・若者とその家族に対する 
相談事業協定 令和７年５月 NPO法人あなたのいばしょ その他 

子ども生活部 
児童青少年課 

2 
気候変動による暑熱対策及びプラスチッ
クごみ削減の推進に関する協定 令和７年５月 ウォータースタンド株式会社 環境 環境部環境政策課 

3 
損害調査結果の提供及び利用に関する 
協定 令和７年７月 三井住友海上火災保険株式会社 防災 市民部資産税課 

4 
気候変動適応法に基づく指定暑熱避難施
設に係る協定 令和７年７月 クオール株式会社 環境 環境部環境政策課 

5 
調布市と東京フットボールクラブ株式 
会社との包括連携に関する協定 令和７年８月 東京フットボールクラブ株式会社 その他 

生活文化スポーツ部 
スポーツ振興課 

6 
調布市と一般社団法人ロングスプーン 
協会との連携協定書 令和７年１０月 一般社団法人ロングスプーン協会 子育て 

子ども生活部 
子ども政策課 

7 災害時における物資調達に関する協定書 令和８年１月 萩原工業株式会社 防災 都市整備部住宅課 

8 
無人航空機を活用した 
支援活動等に関する協定書 令和８年１月 林建設株式会社 防災 

総務部 
総合防災安全課 

9 
災害時における 
避難所運営への協力に関する協定書 令和８年１月 株式会社拓進総合管理 防災 

総務部 
総合防災安全課 

10 
災害時における住家被害認定調査等に 
関する協定 令和８年３月 

公益社団法人 
東京都不動産鑑定士協会 防災 市民部資産税課 

11 
災害時における罹災証明書発行に関する
協定 令和８年３月 東京消防庁調布消防署 防災 市民部資産税課 

12 
調布市と調布市訪問看護ステーション 
協議会との災害時連携協定 令和８年３月 調布市訪問看護ステーション協議会 防災 

福祉健康部 
高齢者支援室 
介護保険担当 
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<< 参考 >> 

(1)  調布市民意識調査                                                          

令和７年度に実施した「調布市民意識調査」では、市政全般（く

らし）に対する満足度について設問を設けています。 

市民参加や市民との協働の取組に関しては、７９．４％の方が

「満足している」か「どちらかといえば満足している」と回答して

います。【グラフ１０】 

【グラフ１０】市民参加と協働の取組の満足度 

 

 

 

 

また、市政・まちづくりへの参加意向と、参加できる手法につい

ても設問を設けています。【グラフ１１】のとおり、５７．４％の

市民が参加意向を示しており、【グラフ１２】の年齢層別参加意向

からは、２０歳から６９歳まで、幅広い年齢層で参加意向が高い傾

向であり、特に、１６歳から３９歳といった若い世代において、

「積極的に参加したい」との回答が多い結果となっています。 

 

【グラフ１１】市政・まちづくりへの参加意向 
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【グラフ１２】市政・まちづくりへの参加意向（年齢層別） 

 

他方、参加しやすい手法としては、街頭やイベント会場でのアンケ

ート調査やオンラインによる意見投稿などが多く回答されており、お

出かけのついでに立ち寄ったり、自分のタイミングで回答するような

気軽に参加できる手法のニーズが高いことがわかります。参加意向を

持つ市民の声をより広く把握するためには、多様な手法を活用した参

加機会の充実が求められていることが伺えます。【表１０】 

 

 

 

 

【表１０】市民参加の取組を行う場合、参加できる手法 
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また、地域活動に参加している市民の割合は１７．２％、市民同士

のつながりによる地域活動が行われていると実感している市民の割合

は２６．１％にとどまっており、市民参加や地域コミュニティの活性

化に向けては、引き続き取組を進めていく必要があります。【グラフ

１３・１４】 

【グラフ１３】地域活動やイベントに参加した市民の割合 

 

 

 

 

 

 

【グラフ１４】地域活動が行われていると実感している市民の割合 

 

 

 

 

 

ほぼ毎日

参加している

0.3%

週１回程度

参加している

1.8% 月１回程度

参加している

3.6%

年に数回程度

参加している

11.5%

ほとんど

参加していない

80.5%

（無効回答）

2.3%

よくある

6.0%

ある

20.1%

あまりない

37.5%

ない

35.4%

（無効回答）

1.0%

 

＜調布市民意識調査＞ 

調布市民意識調査は、「調布市基本計画

(令和５年度から令和８年度まで)」で設定

した各施策のまちづくり指標の現状値(施

策の到達水準)や、暮らしの満足度、市が

行う施策に関する市民ニーズなどを把握す

ることを目的とした調査です。 

調布市ホームページ 

「調布市民意識調査報告書 

令和７年度版」 
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(2) 参加と協働、及び共創に関する職員意識調査                                                       

市民参加、協働及び共創に関する市職員の意識を把握し、その結果

を踏まえて、今後の「参加と協働のまちづくり」及び「共創のまちづ

くり」の推進に向けた課題や必要な取組の検討につなげていくため、

職員意識調査を実施しました。 

【表１１】調査概要 

調査対象  全職員（会計年度任用職員を除く）  

調査方法  ＬｏＧｏフォームによる無記名方式（全１７問）  

調査期間  令和８年５月１２日から同月２７日まで  

回答数  ６３９件  

 

＜市民参加に関する意識調査結果＞ 

 市民参加に関する設問では、日頃の市民参加の取組そのもののほ

か、市民参加の取組が市民にもたらす効果に関して認識を聞きまし

た。 

「市民は、市民参加の取組を通じて、市政に関心を持ったり、自身

の行動を変えたりすることにつながっていると思いますか」という設

問では、「とてもそう思う」及び「ある程度そう思う」と回答した職

員が ６１％、「そう思わない」及び「あまりそう思わない」が２

１％、「わからない」の回答は、他の設問と比べて多い１８％という

結果でした。【グラフ１５】 

この結果から、市民参加の取組が、市民の市政への関心や行動の変

化につながっているとの認識が一定程度見られる一方で、その効果の

捉え方については様々な認識があることが伺えます。市民参加は、参

加した市民の満足度が高まり、意識や行動の変容を喚起することで、

更なる参加機会や、まちづくりの一員としての新たな活動につながる

ことも期待できることから、実施した取組が市民の意識や行動にどの

ような変化をもたらすかについて、意識しながら取り組むことが重要

です。 

【グラフ１５】市民参加の取組が市民の行動変容につながっているか 

 

 

＜協働に関する調査結果＞ 

協働に関して、「より多くの市民を巻き込むための仕組み・工夫が

できていると思いますか」という設問では、「とてもそう思う」又は

「ある程度そう思う」が４９％、「そう思わない」又は「あまりそう

思わない」が３０％、「わからない」が２１％となりました。【グラ

フ１６】 

また、「協働の取組は、パートナーの自主性・自立性の向上や新た

なパートナーの発掘など、協働の裾野拡大につながっていると思いま
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すか」という設問では、「とてもそう思う」又は「ある程度そう思

う」が ４９％、「そう思わない」又は「あまりそう思わない」が２

７％、「わからない」が２４％となりました。【グラフ１７】 

これらの結果から、既存の協働の取組をより多くの市民へ広げてい

く視点や、新たなパートナーの発掘・育成を含む、協働の相手方を広

げていく視点については、職員間の認識に差異が見られます。 

特に既存の取組については、その効果が一部の団体や市民にとどま

らないよう、参加者や事業効果を広げていく視点が重要です。 

 

【グラフ１６】市民を巻き込むための仕組み・工夫 

 

 

 

 

【グラフ１７】協働の裾野拡大につながっているか 

 

 

＜共創に関する調査結果＞ 

 共創に関する設問では、「共創のまちづくり」の重要性と取組状況

に関する認識について調査を行いました。 

共創の重要性については広く認識が広がっている一方で、「『共

創』に、どれくらい取り組めていると思いますか」という設問では、

「進んで取り組めている」又は「ある程度取り組めている」が 

３７％、「あまり取り組めていない」又は「取り組めていない」が 

４１％、「わからない」が２２％となりました。【グラフ１８】 

この結果から、共創の重要性については広く認識されている一方

で、実際の取組については、まだ十分な状況ではないとの認識が伺え

ます。 
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【グラフ１８】共創への取組状況 

 

 

＜調査結果から見える今後の方向性＞ 

調査結果からは、市民参加や協働、共創について、多くの職員がそ

の重要性を認識するとともに、市民参加においては、前提となる情報

提供やテーマの設定について、協働においては、パートナーとの目的

や振り返りの共有などに意識を持って、実践していることが確認でき

ました。 

一方で、市民参加の取組が市民の意識や行動にどのような影響を与

えているか、協働の取組がどのように広がっているか、また、共創の

考え方を実際の取組にどのようにつなげていくかといった点について

は、職員の認識に違いが見られました。これらは、参加と協働の取組

そのものに加え、その先に生まれる変化や広がりに着目した、本調査

における新たな視点です。これらの課題は、それぞれ独立したもので

はなく、多様な主体との対話や連携をより一層進めていくうえで共通

する視点であるといえます。 

市民参加の質の向上や子ども・若者、子育て当事者の意見聴取をさ

らに進めていくためには、多様な声を聴く機会を充実させるととも

に、各部署で蓄積されている好事例やノウハウを庁内で共有し、各施

策や事業の特性に応じて活用していくことが求められます。また、聴

取した意見を施策や事業に生かし、その結果をわかりやすく共有して

いくことは、市民参加の質の向上につながるだけでなく、「参加と協

働によるまちづくり」を支える重要な基盤となります。 

さらに、協働の取組を通じて培われた関係性や経験を生かしなが

ら、多様な主体が地域課題や目指す姿を共有し、それぞれの強みを持

ち寄ることで、「共創のまちづくり」の実践につなげていくことが重

要です。市民、事業者、大学、市民活動団体等の多様な主体が、まち

づくりを「ジブンゴト」として捉え、主体的に参画できる環境づくり

を進めていくことが、今後の調布市における参加と協働、そして共創

の更なる発展につながるものと考えます。 
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No 担当部署名

合計
令和７年度の取組の振り返り

実践事業名

事業概要
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No 担当部署名

生活文化スポーツ部スポーツ振興課

実施段階 実施手続 実施回数（回） 参加人数（人） 備考
事業評価段階 委員会・審議会 12 204

合計 204
令和７年度の取組の振り返り

毎月行っている定例会だけではなく、幹部委員
や事業に関わる委員との打ち合わせを多く行っ
た。結果、より深い内容の議論ができたほか、
定例会での議論も活発となり、委員会が主催し
ている事業も満足のいくイベントとなった。

No 担当部署名

生活文化スポーツ部スポーツ振興課

実施段階 実施手続 実施回数（回） 参加人数（人） 備考
事業評価段階 委員会・審議会 2 13

合計 13
令和７年度の取組の振り返り

委員が可能な限り参加しやすいような日程調整
や早めの会議設定を行うことで会議参加の多
様な機会確保に努めた。また、会議内において
委員からの発言機会を可能な限り確保すること
で、意見の確保にも努めた。

実践事業名

21

調布市スポーツ推進委員会

事業概要
スポーツ推進委員会は、誰もが気軽に楽しめるレクリエーション的要素の強いスポーツ「ニュースポーツ」を紹介・普
及し、地域スポーツの振興を図るため、学校長及び学校開放運営委員長推薦で市内に２０ある市立小学校関係者
から各１名ずつ、調布市レクリエーション研究会員１人の計２１人で組織している。

実践事業名

22

調布市スポーツ推進審議会

事業概要
スポーツ推進審議会は、市におけるスポーツの推進を図るため、市長の諮問に応じて、スポーツの推進に関する
重要事項について調査・審議し、答申するとともに、これらの事項について市長に建議するため、スポーツに関する
学識経験者及び知識経験を有する者並びに関係行政機関の職員のうちから、各所属団体等の属する長からの推
薦をもって委嘱する委員１０人以内で組織している。

-47-



No 担当部署名

生活文化スポーツ部スポーツ振興課

実施段階 実施手続 実施回数（回） 参加人数（人） 備考
事業評価段階 委員会・審議会 4 26

計画策定・条例制定段階 アンケート調査 3 4,041 市民アンケート　１０７５件　小中学校アンケート　２９６３件　団体ヒアリング３件

庁内案を決定した段階 パブリック・コメント手続 1 20

合計 4,087
令和７年度の取組の振り返り

委員が可能な限り参加しやすいような日程調整
や早めの会議設定を行うことで会議参加の多
様な機会確保に努めた。また、会議内において
委員からの発言機会を可能な限り確保すること
で、意見の確保にも努めた。
また、ニーズの把握を行うため、市民アンケート
を始め、子ども・若者からの意見を徴収するた
めに小中学校アンケートを実施した。

No 担当部署名

生活文化スポーツ部スポーツ振興課

実施段階 実施手続 実施回数（回） 参加人数（人） 備考
計画策定・条例制定段階 アンケート調査 1 1396
計画策定・条例制定段階 説明会・意見交換会・ワークショップ 5 133 オープンハウスの開催
庁内案を決定した段階 パブリック・コメント手続 1 44

合計 1,573
令和７年度の取組の振り返り

市民の皆様から幅広く御意見を伺うため、複数
日、複数箇所でのオープンハウス開催やアン
ケート調査、パブリック・コメント等を実施し、
様々な年代の方から御意見をいただき、調布基
地跡地留保地施設整備基本計画策定の参考と
することができた。

実践事業名

24

調布基地跡地留保地の活用による施設整備

事業概要
FC東京との協働による留保地活用に向けた施設整備基本計画の策定に当たり、情報提供及び市民意見の聴取を
目的として、市民参加手続きを実施するものです。

23

調布市民プールのあり方に関する検討

事業概要
調布市民プールにおける様々な課題な課題を総合的に勘案し、市は調布市民プールのあり方を検討。検討にあた
り、ニーズの把握を行うため各種市民参加手続や有識者からの意見を募るため検討委員会を開催。

実践事業名
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No 担当部署名

生活文化スポーツ部スポーツ振興課

実施段階 実施手続 実施回数（回） 参加人数（人） 備考
事業実施段階 委員会・審議会 3 63

合計 63
令和７年度の取組の振り返り

東京都や理学療法士協会など市外の組織・団
体の出席があることで、市における課題に対し、
他自治体の事例やこれまでの経験談など、広い
視点から意見を徴収することができた。また、福
祉作業所の参加により、作業所・当事者のニー
ズをより正確に聞き取ることができ、事業内容
の検討に役立てられた。

No 担当部署名

生活文化スポーツ部スポーツ振興課

実施段階 実施手続 実施回数（回） 参加人数（人） 備考
事業評価段階 委員会・審議会 2 34
事業評価段階 説明会・意見交換会・ワークショップ 2 30

計画策定・条例制定段階 パブリック・コメント手続 1 4

合計 68
令和７年度の取組の振り返り

オープンハウスを開催する際の会場や曜日・時
間などを開催日時毎に変更し、多様な属性の市
民が来場するよう努めた。

26

調布市民西調布体育館機能移転に関する基本構想の策定

事業概要
中日本高速道路株式会社による中央自動車道の耐震補強工事等に伴い、高架下に設置している調布市民西調布
体育館については、代替施設の整備による機能移転を図るため、調布中学校の敷地において、西調布体育館機
能と学校屋内プールの複合施設を整備することとしている。
　この度、　移転先の複合施設の整備に当たり、施設に求められる機能・役割を整理し、利用者や地域等の意見を
踏まえながら、本事業の実施に向けた条件を整えるとともに、良好なスポーツ環境や教育環境づくりにつながるよ
う、施設整備における基本的な考え方をまとめることを目的として、西調布体育館機能移転に関する基本構想の策
定の素案をとりまとめるもの。

実践事業名

25

調布市障害者スポーツの振興における協議体

事業概要
スポーツ分野、福祉分野、医療分野の関係団体による協議体を設置し、各団体の現状や課題、または障害者ス
ポーツの振興のためにできること等を持ちより、課題解決に向けた話し合いや障害当事者の運動機会創出・定着
に向けた取組を実施。

参加団体：（公社）調布市スポーツ協会、調布市スポーツ推進委員会、（特非）調和ＳＨＣ倶楽部、調布市福祉作業
所等連絡会、地域生活支援センター、（社福）調布市社会福祉協議会、（社福）調布市社会福祉事業団、東京都、
（公社）東京都障害者スポーツ協会、（公社）東京都理学療法士協会

実践事業名
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No 担当部署名

生活文化スポーツ部スポーツ振興課
実施段階 実施手続 実施回数（回） 参加人数（人） 備考

事業実施段階 委員会・審議会 1 22
事業評価段階 委員会・審議会 1 22

合計 44
令和７年度の取組の振り返り

関係する多様な主体から幅広く参加を呼びか
け、様々な視点からの意見を聴取することで、
円滑な事業実施に役立てた。
事業の実施タイミングから起算し、約３か月前に
第１回、約１か月後に第２回の実行委員会を開
催することで、効果的にキックオフと振り返りを
行うことができた。

No 担当部署名

子ども生活部子ども政策課

実施段階 実施手続 実施回数（回） 参加人数（人） 備考
庁内案を決定した段階 委員会・審議会 3 48 調布市子ども・子育て会議（傍聴者4人）

合計 48
令和７年度の取組の振り返り

〇資料については原則会議の１週間前に発送
するようにしている。結果、会議当日に委員から
の意見や質問が出やすくなっていると感じる。
〇子どものいる委員が安心して会議に参加でき
るように、保育士による託児を実施している。結
果、子どものいる委員も毎回会議に参加しやす
くなっていると感じる。

実践事業名

27

調布市×ＦＣ東京まちづくり実行委員会

事業概要
調布市のスポーツ振興及び産業振興を目的に、官民連携の下、まちの活性化に資する事業を実施するための実
行委員会を設置。
FC東京のホームゲーム開催時に飛田給駅から味の素スタジアムまでの通りを歩行者専用道路として、キッチン
カーの出店やステージイベントなどを実施する「青赤ストリート」の実施に向けた検討を行う。

実践事業名

28

調布市子ども・子育て会議

事業概要
調布市子ども条例を基本理念とする「調布っ子すこやかプラン」の調査審議、推進のため、公募市民、学識経験
者、保育・教育関連団体関係者で構成する調布市子ども・子育て会議を設置している。
令和５年度より、若者の参画の観点から公募市民に大学生委員が参加し、「令和６年度調布っ子すこやかプランに
係る実績報告」等について委員の様々な意見を伺った。
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No 担当部署名

子ども生活部子ども政策課

実施段階 実施手続 実施回数（回） 参加人数（人） 備考
事業評価段階 アンケート調査 1 114

合計 114
令和７年度の取組の振り返り

例年実施していた「みんな なかよし」をテーマに
した絵の募集に加え、令和７年度からは意見募
集や聴いた意見をまとめ、ごみ収集車出発式で
配布及び市ホームページに掲載しフィードバック
を行ったことで、考えるきっかけを提供し、他の
意見に触れる機会をつくることができた。

No 担当部署名

子ども生活部子ども育成課

実施段階 実施手続 実施回数（回） 参加人数（人） 備考
事業実施段階 アンケート調査 1 554

合計 554
令和７年度の取組の振り返り

市民に自分の携帯でＱＲコードを読みこんでもら
う手間とデータ使用料の負担を考え、すぐに回
答できる状態のタブレットを渡すことで回答しや
すい雰囲気を作った。

実践事業名

30

調布市ひとり親家庭等アンケート

事業概要
市内にお住まいのひとり親家庭等のニーズを把握し、今後の支援に役立てるため、平成２９年度から毎年夏に「ひ
とり親家庭等アンケート調査」を実施し、今後の施策の参考とする。ＬｏＧｏフォームにて回答。

29

いじめや虐待のないまち宣言PR事業「ごみ収集車出発式」

事業概要
子ども条例の理念に基づき、平成１９年５月５日に行った「いじめや虐待のないまち宣言」を普及啓発するため、小
学生から「みんな なかよし」をテーマに絵を募集し、その絵をシールに加工して、市内を走るごみ収集車に貼り、宣
言を広く周知し、令和７年１１月８日に市役所前庭において、ごみ収集車の出発式を行った。
絵の募集の際に、子どもたちに「いじめや虐待のないまち「みんな なかよし」になるためにはどうしたらよいか。」を
考えてもらい、聴いた意見をまとめ、ごみ収集車の出発式で配布及び市ホームページに掲載しフィードバックを行っ
た。

実践事業名
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《参考》市民参加手続の組織別実施状況 

部名 
事業数 参加延べ人数 

Ｒ７ Ｒ６ 増減 Ｒ７ Ｒ６ 増減 

行政経営部 5 4 1 8,148 2,798 5,350 

総務部 6 7 △ 1 88 132 △ 44 

市民部 2 1 1 73 75 △ 2 

生活文化スポーツ部 14 13 1 8,163 2,609 5,554 

子ども生活部 11 10 1 6,020 5,996 24 

福祉健康部 9 10 △ 1 3,676 519 3,157 

環境部 14 9 5 2,193 1,327 866 

都市整備部 17 18 △ 1 12,210 7,992 4,218 

教育部 6 12 △ 6 3,515 2,087 1,428 

議会事務局 1 1 0 462 20 442 

小計 85 85 0 44,548 23,555 20,993 

市民関連相談 － － － 2,529 2,791 △ 262 

合計 85 85 0 47,077 26,346 20,731 

 

 

 

 

 

 

《参考》協働事業の組織別実施状況 

部名 
事業数 

Ｒ７ Ｒ６ 増減 

行政経営部 6 11 △ 5 

総務部 5 4 1 

市民部 2 2 0 

生活文化スポーツ部 47 50 △ 3 

子ども生活部 10 9 1 

福祉健康部 12 11 1 

環境部 8 7 1 

都市整備部 9 8 1 

教育部 33 37 △ 4 

合計 132 139 △ 7 
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◆市民参加・協働実践状況報告書に関するご意見・ご感想をお寄せください 

 

 今後の市民参加・協働の取組における参考とさせていただくため、本冊子「令和

７年度市民参加・協働実践状況報告書」の内容等を踏まえ、皆様のご意見・ご感想

をお聞かせください。 

 

 

 

 

 

 

 

【提出方法】 

 「郵送」、「FAX」、「電子メール」などにより、ご意見・ご感想をお寄せください。 

 

【提出様式】 

様式の指定はございません。 

  ※次ページに参考様式を掲載していますのでご活用ください。 

 

【提出先】 

〒182-8511 調布市小島町 2-35-1  

  調布市行政経営部企画経営課（市役所 5階） 

  ＦＡＸ：042-485-0741 

  電子メール：kikaku@city.chofu.lg.jp 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜例＞ 

  ・市民参加と協働の取組全般について 

  ・調査結果、各実践事業の取組内容について 

  ・本調査の公表内容、公表方法について        など 
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「令和７年度市民参加・協働実践状況報告書」に関するご意見・ご感想 

 

◆ご意見 

※改善等に関するご提案をいただける場合は、できるだけ具体的にお

願いします。 

市民参加事業名 
・協働事業名 

取組等に関する意見・改善等の提案 など 

  

  

  

 

 

 

 

 

◆ご感想 

※「市民参加の取組」、「協働の取組」に関し、どのような内容でも結構で

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

企画経営課宛   〒182-8511 

調布市小島町 2-35-1 調布市役所 5階 

ＦＡＸ：042-485-0741 

☆ご意見等をお寄せいただいた方の「年代」・「お住まい」について

お聞かせください（該当するものに○をつけてください）。 

 

年代： 10歳代以下 ・ 20歳代 ・ 30歳代 ・ 

40歳代 ・ 50歳代 ・ 60歳代 ・  

70歳代 ・ 80歳代以上 

 

お住まい： 市内（町名：          ） ・ 市外 

 

ご協力ありがとうございました。 

 

切  り  取  り 
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